
省エネ基準適合義務の対象
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増改築時の省エネ基準適合
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適用開始時期
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省エネルギー基準
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住宅における外皮性能
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※地域区分はスライドP39参照
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一次エネルギー消費性能
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省エネ基準への適合方法・手続き
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※地域区分はスライドP39参照

国資料
P-67

新３号建築物は省エネ適判が不要なだ
けであり、省エネ基準適合は必要です。
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42

省エネ適判
必要

省エネ基準に基づく評価方法（戸建て住宅）



省エネ基準への適合方法・手続き
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住宅性能評価等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化
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住宅の仕様基準について
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・建築物省エネ法における住宅の省エネ基準では、省エネ計算を行わず省エネ性能（省エネ基準・
ZEH水準）への適合を簡易に確認できる方法として仕様基準が定められており、各地域におけ
る気候特性に対応した「仕様基準ガイドブック」が作成されている。

・この仕様基準を用いる場合は、建築確認手続きにおいて「省エネ適合性判定」が不要となる。

住宅ローン減税の申請時
に活用可能

【参考】地域区分
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市町村地域の区分
若桜町、日南町、日野町４

倉吉市、智頭町、八頭町、三朝町、南部町、江府町５

鳥取市、米子市、境港市、岩美町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、
日吉津村、大山町、伯耆町

６

仕様基準の数値等



採光計算や壁量計算等の解説（入門）
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採光に関する基準
換気に関する基準
構造関係規定の見直し

採光に関する基準① 施行令第２９条
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■居室の採光

住宅、学校、病院などの居室には、その床面積に対して一定の割合の採光上有効な開
口部を設け、自然採光を確保しなければなりません。

■採光が必要な室

住宅の場合 居室 ： 寝室、LDK、書斎 など
非居室 ： 洗面所、便所、浴室、廊下 など

割合居室の種類
１／７以上住宅（共同住宅の住⼾）の居室
１／５以上幼稚園、小学校、中学校、高等学校、幼保連携型認定こども園

等の教室(1)
特
殊
建
築
物
の
居
室

保育所、幼保連携型認定こども園の保育室(2)

１／７以上病院、診療所の病室(3)

寄宿舎の寝室、下宿の宿泊室(4)

児童福祉施設等の寝室、保育・訓練・日常生活として使用する
居室(5)

１／10以上(1)に掲げる学校以外の学校の教室(6)

病院等の居室の内、入院患者等の談話室、娯楽室等として使用
されるもの(7)



採光に関する基準②
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■開口部の必要面積と床面積の割合

居室の床面積(S)×割合＝必要採光面積 ≦ 開口部の有効採光面積(W)

■開口部の有効採光面積(W)

居室の床面積
（S）

開口部の
採光面積

開口部が他の建物などに接近していると、自然採光
が入らないので、隣地からの距離等により採光補正
係数を算出して、開口部の採光面積に掛けたものを
合計したものが、開口部の有効採光面積になる。

開口部の有効採光面積(W)＝開口部の採光面積×採光補正係数

■採光補正係数の求め方

住居系の用途地域 採光関係比率（D/H） ×６－１．４
工業系の用途地域 採光関係比率（D/H） ×８－１．０
その他の用途地域 採光関係比率（D/H） ×１０－１．０

※採光補正係数が3.0を超える場合は3.0を限度とする。マイナスになる
場合は０となる。

※開口部が道路に面する場合や、隣地境界線からの距離などで、採光補正
係数が１．０未満でも１．０を適用できる場合がある。

※天窓の場合の補正係数は3、縁側の場合×0.7

採光に関する基準③
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■採光関係係数

採光関係比率 D/H
D ： 開口部の真上にある建築物の部分から隣地境界線までの水平距離
H ： 開口部の直上にある建築物の部分から開口部中心までの垂直距離

・開口部が道路に面する場合 →Ｄは反対側の道路境界線までの水平距離とする
・開口部が公園等に面する場合 →Ｄは公園等の幅の１／２までの水平距離とする


